
　　　　　２．分野別状況 （２）地域活性化総合特区 ③アジア拠点化・国際物流分野（1/4）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ
目標に向けた取組
の進捗

支援措置の活用と
地域独自の取組
の状況

取組全体にわた
る事業の進捗と
政策課題の解
決

4.5 4.7 4.1 4.5

進捗度
・生活支援ロボッ
トを体験する取
組に参加した人

数
757％

・生活支援ロボッ
トの導入施設数

208％

・実証実験等の
実施件数

143％
　　　　　　　　　等

規制の特例等
・医療機器製造
販売承認等の手
続の円滑化（薬

事法）

財政支援等
・高度先端型技
術実装促進事業

地域独自の取組
・「セレクト神奈
川１００」等によ
る企業誘致の促

進
　　　　　　　　　等

総合
評価

（ⅠとⅡとⅢ
を1：1：2の割
合で計算）

総合評価に係る専門家所見（主なもの）

・全体としてほぼ目標を上回る成果が得られているこ
と、目標数値の設定から取組の理由、結果に至るまで
明確に示されていることが高く評価できる。

・知識集約産業の典型であるロボット産業には集積が
重要であり、集積にはある一定期間内においてクリティ
カルマスに達する必要があるため、今の勢いを加速さ
せて一大集積地となることが期待される。

・生活支援ロボットの導入や「かながわロボタウンキック
オフイベント」などの県民のイベント参加の実績が目標
を大きく上回っていることは高く評価できるが、このよう
なイベントの有無によって、数値が大幅に変動する可能
性があるので持続的に成果につながるものになるよう
期待したい。

・一見すると十分すぎる結果を出しているように見える。
しかし、たとえば評価指標（６）「生活支援ロボットを体験
する取組に参加した人数」などは本来の効果として勘案
するもののみ見ているのか、他の効果によるものとの分
離ができているのか、気になる。

・ロボット関連企業の誘致については、引き続き首都圏
の近隣の集積地との競合が大きな課題であり、土地確
保と、中小企業への情報発信・コーディネーションの必
要性が指摘されているが、集積地間の競争にはいかに
先行できるか（時間的優位性）も重要なポイントになる
ので、上記の課題を早急にクリアする必要がある。

さがみロボット産業特区
（神奈川県）

総合特別区域評価・調査検討会における評価結果の概要（平成30年度）



　　　　　２．分野別状況 （２）地域活性化総合特区 ③アジア拠点化・国際物流分野（2/4）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ
目標に向けた取組
の進捗

支援措置の活用と
地域独自の取組
の状況

取組全体にわた
る事業の進捗と
政策課題の解
決

4.2 4.8 3.3 4.3

進捗度
・県内造船所に
よる高付加価値
船・省エネ船の

建造量
111％

・県内造船所に
よる環境関連機
器の取扱件数

102％

・海洋再生可能
エネルギー実証
プロジェクト実施

件数（累計）
167％

　　　　　　　　　等

財政支援等
・燃料電池船技
術評価FS事業

地域独自の取組
・ものづくり支援

補助事業

・海洋エネル
ギー関連産業集

積促進事業
　　　　　　　　　等

総合
評価

（ⅠとⅡとⅢ
を1：1：2の割
合で計算）

総合評価に係る専門家所見（主なもの）

・全体としては、すべての評価指標で目標値を達成して
いることは高く評価できる。この勢いを更に加速すべく、
支援措置の活用と地域独自の取組における今後の工
夫が期待される。

・新造船需要の低迷と厳しい競争環境の中で、高付加
価値・省エネ船への特化による方向性が順調に実現で
きている。

・評価指標（１）「県内造船所による高付加価値船・省エ
ネ船の建造量」が１年で大幅に増加していることを考え
ると、その変化が特区の努力によるものなのか、制度的
な変化を受けての効果を含むものか分からないが、最
終年度の目標数値はもう少し大きくてもよいのではない
か。

・地域独自の取組（財政・税制支援措置）については、
中長期的な視野で評価する必要がある一方で、効率的
な支援（高い成長や潜在力のある企業・事業を対象とし
た支援）が行われているかも検証する必要がある。

・IMOのバラスト水管理条約が発効されて間がないの
で、まだ効果が出ないのは仕方がないかもしれない。

ながさき海洋・環境産業拠
点特区
（長崎県、長崎市、佐世保
市、西海市）

総合特別区域評価・調査検討会における評価結果の概要（平成30年度）



　　　　　２．分野別状況 （２）地域活性化総合特区 ③アジア拠点化・国際物流分野（3/4）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ
目標に向けた取組
の進捗

支援措置の活用と
地域独自の取組
の状況

取組全体にわた
る事業の進捗と
政策課題の解
決

3.9 4.7 3.3 3.8

進捗度
・企業間連携に

よる用役コストの
低減
300％

・水島港の輸送
効率改善による

貨物取扱量
94％

・企業集積による
コンビナートの成
長と雇用の確保

239％

規制の特例等
・地域活性化総
合特別区域ガス

融通事業

・回送運行効率
化事業

・分割可能貨物
輸送効率化事業

地域独自の取組
・高圧ガス保安
法に係る保安検
査報告書の提出

期限の延長
　　　　　　　　　等

総合
評価

（ⅠとⅡとⅢ
を1：1：2の割
合で計算）

総合評価に係る専門家所見（主なもの）

・数値目標を十分に達成しており、順調に進捗している
と判断される。

・規制の特例措置等に係る所管府省の意見として特例
措置の効果が認められるとされる事業がある点に関し
ては評価できる。

・特区の最終的な目標が国内・国際的にみて競争力の
高い「モデルコンビナート」の実現であるとすると、海外
からの新規企業立地も視野に入れ、新規企業でも高効
率・省資源型の生産がすぐに始められるような受入れモ
デルも長期的に形成する必要がある。また、環境・エネ
ルギー分野の製造業が集積できるような技術・情報ネッ
トワークを構築・活用できるコンビナートとしての国際的
な優位性をアピール・活用する戦略も必要になる。

・企業間連携による用役コスト低減について、低コストボ
イラ―が実際に全て稼働を開始した初年度（平成30年）
に５年後の目標値55％を上回った実績からすると、目標
値の上方修正も検討してもよいのではないか。

・特区による効果なのか、補助金適用対象の拡大など
地域独自の施策による効果なのか、または景気拡大に
よるものであるのか判然としない。引き続き見極める必
要がある。

ハイパー＆グリーンイノ
ベーション水島コンビナート
総合特区
（岡山県）

総合特別区域評価・調査検討会における評価結果の概要（平成30年度）



　　　　　２．分野別状況 （２）地域活性化総合特区 ③アジア拠点化・国際物流分野（4/4）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ
目標に向けた取組
の進捗

支援措置の活用と
地域独自の取組
の状況

取組全体にわた
る事業の進捗と
政策課題の解
決

3.6 4.0 3.3 3.5

進捗度
・産地力の強化

153％

・企業立地による
地域産業の振興
及び雇用の拡大

65％

規制の特例等
・市街化調整区
域への企業立地
に係る農振法・
農地法のガイド
ラインの弾力的

運用

財政支援等
・総合特区支援

利子補給金

地域独自の取組
・市独自の企業
立地促進事業

・耕作放棄地再
生事業

・企業立地奨励
費

　　　　　　　　　等

総合
評価

（ⅠとⅡとⅢ
を1：1：2の割
合で計算）

総合評価に係る専門家所見（主なもの）

・土地改良・整備事業等の事業が順調に進捗し、農業
への企業参入が継続的に行われ、昨年に引き続き耕作
面積も順調に拡大を続けている。これら本特区の農業
振興の目標の基本部分で着実に成果が挙げられてい
る点が評価できる。

・一方で、農畜産物販売額を増やすための対策である、
農商工連携・６次産業化による付加価値増加の効果が
まだ見られないことの原因を明確にする必要がある。同
原因を探ることにより、より確実なかつ目標以上の成果
を達成できる可能性がある。

・農業参入した企業による耕作面積については、過去
の実績値でも目標値を上回っており、目標値を上方修
正すべきではないか。

・新規立地については、なぜ小規模な企業立地にとど
まってしまったのかその理由を客観的に説明することが
望まれる。新規立地に伴う雇用者数については、小規
模な企業立地に加えて昨今の労働者不足も要因となっ
ている可能性もある。

・今後、新規に立地した企業が持続的に成長するか、特
区全体で持続的・逓増的な生産増加が見られるかを注
視する必要がある。

・効果現出が大きいものと、なかなか出ないものの差が
激しい。

未来創造「新・ものづくり」
特区
（静岡県浜松市）

総合特別区域評価・調査検討会における評価結果の概要（平成30年度）


	さがみロボット産業特区
	設定・実行
	マスター
	【資料１】打合せ用
	【資料２】とりまとめスライド用
	【資料３】公表用

	ながさき海洋・環境産業拠点特区
	設定・実行
	マスター
	【資料１】打合せ用
	【資料２】とりまとめスライド用
	【資料３】公表用

	ハイパー＆グリーンイノベーション水島コンビナート総合特区
	設定・実行
	マスター
	【資料１】打合せ用
	【資料２】とりまとめスライド用
	【資料３】公表用

	未来創造「新・ものづくり」特区
	設定・実行
	マスター
	【資料１】打合せ用
	【資料２】とりまとめスライド用
	【資料３】公表用




